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平成 28 年 10 月５日 

各      位 

会 社 名 株 式 会 社 ネ ク ス グ ル ー プ 

代 表 者 名 代表取締役社長        秋山 司 

 （ＪＡＳＤＡＱ・コード 6634） 

問 合 せ 先  

役職・氏名 代表取締役副社長         石原 直樹 

電 話 03-5766-9870 

 

 

ストック・オプション（第13回新株予約権）の発行条件等に関するお知らせ  

 

当社は、本日開催の取締役会におきまして、平成28年２月25日開催の当社定時株主総会で承認されま

した「ストック・オプションとしての新株予約権を発行する件」について、具体的な発行内容を下記の

とおり決議いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．新株予約権の発行要領 

（１）  新株予約権の発行日  平成28年10月５日 

（２）  新株予約権の発行数  1,000個（１個当たりの株式数100株）  

（３）  新株予約権の発行価額  金銭の払込を要しないものとする。  

（４）  新株予約権の目的たる株式の種類及び数 当社普通株式100,000株  

（５）  新株予約権の行使に際しての払込金額 458円 

（６）  新株予約権の行使により発行する株式の

発行価額の総額 
45,800,000円 

（７）  新株予約権の行使期間  平成30年10月６日から平成33年10月５日  

（８）  新株予約権の行使により新株を発行する

場合の発行価額のうち資本に組み入れる

額 

 

22,900,000円 

 

（９）  新株予約権の割当対象者数  

当社の取締役 ３名  

関係会社の取締役 ８名  

関係会社の従業員 ３名 

 

２．支配株主との取引等に関する事項  

本件新株予約権の発行は、その一部につきまして、当社の親会社である株式会社フィスコの取締役を

兼務する深見 修、佐藤 元紀の二氏を割当対象としていますので、支配株主との取引等に該当してお

ります。  

うち佐藤元紀氏は当社の取締役ではなく、子会社の取締役を兼務しております。当該取締役は当社の

連結子会社の株式会社ケア・ダイナミクスの取締役として選任しており、介護業界に精通して営業ノウ

ハウの共有や営業戦略の立案などにより営業強化を図り、今後の当社グループの業績に寄与することを
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期待して付与いたします。  

 

（１）コーポレート・ガバナンス報告書との適合状況  

当社では、コーポレート・ガバナンス報告書で示しているとおり、「支配株主との取引等を行う際に

おける少数株主の保護の方策に関する指針」について、「支配株主との取引については、各取引におけ

る市場状況等を把握し当該市場等の客観的な情報をもとに、一般的な取引条件と同様に合理的な決定が

なされており、少数株主に不利益を与えることがないように適切に対応しております。」と定めており

ます。本件新株予約権は、当該指針に則って決定されております。なお、兼任取締役に対する本ストッ

ク・オプションの割当は、当社の業績と株価に対し、一定の責任をもつことにより株主の皆さまとの利

害の共有化を図ることを目的とし、これにより、当社の業績及び企業価値の向上が期待され少数株主を

含めた株主の皆さまへの利益の拡大につながるものと考えており、上記の指針に沿うものと判断してお

ります。  

 

（２）公正性を担保する措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項  

本件新株予約権は、第 32 回定時株主総会に上程し、承認可決されているとともに、社内で定められ

た規則及び手続きに基づいて発行しております。  

また、発行内容及び条件についても、一般的な新株予約権発行の内容及び条件から逸脱するものでは

なく、適切なものであります。 

本決議には、当社の親会社である株式会社フィスコの取締役を兼務する深見 修氏が参加しておりま

すが、当社顧問弁護士より、株主総会で決議された範囲でのストック・オプションの付与は利益相反に

該当しない旨の意見を得ております。 

 

（３）当該取引等が少数株主に不利益なものでないことに関する、支配株主と利害関係を有しない者か

ら入手した意見の概要  

本件新株予約権の発行を決定した平成 28 年 10 月５日の取締役会の決議に際して、支配株主との間に

利害関係を有しない独立役員である社外取締役 松平 定知氏より、本件新株予約権が社内で定められ

た規則及び手続きに基づいて発行されるものであり、また、発行内容及び条件についても、一般的な新

株予約権の発行内容及び条件から逸脱するものではなく適正なものであり、少数株主にとって不利益な

ものではない旨の意見を得ております。  

 

（ご参考） 

  取締役会決議  

 

平成 28 年 10 月５日  

株主総会承認日  平成 28 年２月 25 日  

 

 

以 上 


